〔 要 求 〕

	１－（１）給与表の改定については、人事院勧告を最低限として改善すること。

　　（２）期末・勤勉手当については、人事院勧告を最低限として0.15月改善し、また、期末手当に一本化すること。さらに、勤勉手当の成績率の拡大および勤務成績の反映は行わないこと。

　　（３）交通用具使用者の通勤手当については、人事院勧告を最低限として改善すること。

　　（４）寒冷地手当については、支給地域区分の見直しに際して引き上げとなる場合は人事院勧告を最低限として2014年11月からの支給より改善すること。一方、級地変更により引き下げとなる場合はメッシュデータの誤差を考慮し、現行の級地を維持すること。


〔 解 説 〕

（１）2014給与改定について
①　俸給表
　世代間の給与配分の見直しの観点から、初任者層の給与水準が民間と比較して相当程度給与差があることを踏まえて、若年層に重点をおいて給与改定を行います。逆に50歳台後半層が在籍する号俸については、引き上げません。昇格時号俸対応表については給与法改正前に示される予定です。
ⅰ）行政職俸給表（一）　改定率　平均0.3％　
　　　　　　　　　　　　　　初任給　１級の初任給を2,000円引き上げ
※　再任用職員の俸給額が改定なしとなった理由については、ア）プラス改定の配分が３級から10級まで各級の高位号俸には配分しておらず、再任用職員の俸給額はその延長線上にあることを考慮したこと、イ）さらに再任用職員の俸給額は各級の中位号俸の額を踏まえて金額決定してきたが、特定の号俸の７割水準をとっても100円以上の配分が得られなかったことなどを理由としています。
　しかし、民調では民間の再雇用者と比較して若干低い結果が得られたため、俸給表の最低の改定額100円でも引き上げるべきではなかったのかという疑問が残ります。
ⅱ）その他の俸給表
　行政職俸給表（一）との均衡を基本に改定します。ただし、指定職俸給表については、民間の役員報酬が上がっていますが、改定は行いません。
②　通勤手当
　交通用具使用者に係る通勤手当について、使用距離の区分に応じ100円から7,100円までの幅で引き上げます。
	使用距離
	改正前
	改正後
	増減
	非課税限度額
	備考

	5㎞未満
	2,000円
	2,000円
	0
	4,100円
（2㎞未満全額課税）
	

	5㎞以上10㎞未満
	4,100円
	4,200円
	100
	
	☆

	10㎞以上15㎞未満
	6,500円
	7,100円
	600
	6,500円
	

	15㎞以上20㎞未満
	8,900円
	10,000円
	1,100
	11,300円
	

	20㎞以上25㎞未満
	11,300円
	12,900円
	1,600
	
	☆

	25㎞以上30㎞未満
	13,700円
	15,800円
	2,100
	16,100円
	

	30㎞以上35㎞未満
	16,100円
	18,700円
	2,600
	
	☆

	35㎞以上40㎞未満
	18,500円
	21,600円
	3,100
	20,900円
	

	40㎞以上45㎞未満
	20,900円
	24,400円
	3,500
	
	☆

	45㎞以上50㎞未満
	21,800円
	26,200円
	4,400
	24,500円
	☆

	50㎞以上55㎞未満
	22,700円
	28,000円
	5,300
	
	☆

	55㎞以上60㎞未満
	23,600円
	29,800円
	6,200
	
	☆

	60㎞以上
	24,500円
	31,600円
	7,100
	
	☆


　注）備考欄の☆印は非課税限度額を超える区分。非課税限度額を超える金額について課税の対象となる。
③　寒冷地手当
　新たな気象データ（メッシュ平年値2010）に基づき、支給地域を見直します。あわせて、市町村合併に伴い、本庁の所在地で支給地域区分を指定します。なお、見直し時期については、2015年４月からとします。
　　※　北海道における支給地域区分が変更となる自治体は別表のとおりです。
　　※　支給地から外れる場合、月額6,000円の引き下げ（年額30,000円）を限度として経過措置がとられます。北海道においては、級地の変更により支給額が引き下がる自治体も出てくることから、激変緩和措置を求めてきたが、認められなかったことは不満です。
	＜人事院の説明＞
2004年の見直しにおいては経過措置の最低額が月額6,000円であったが、今回の級地の変更に伴う影響が月額3,000円程度ということもあり、北海道の級地変更による経過措置は設けないと判断。


＜参　考＞民間における寒冷地手当の支給状況
	支給の有無
	事業所割合

	支給する
	69.0％

	支給しない
	31.0％

	札幌市に所在する事業所における
平均支給年額（世帯主の場合）
	126,629円


備考　国家公務員の場合、札幌市（２級地）における支給年額（世帯主）は116,800円
【人事院が定めた支給地域区分の基準－2004人事院勧告】
	　○１級地：平均気温－7.0℃以下または最深積雪150cm以上の北海道の市町村
　○２級地：１級地及び３級地以外の北海道の市町村
　○３級地：平均気温－3.9℃以上かつ最深積雪65cm以下の北海道の市町村
　○４級地：下記のいずれかを満たす本州の市町村
　　①　北海道の市町村の気象条件を参考にした平均気温0.0℃（氷点）以下かつ最深積雪15cm以上の市町村
　　②　本州の寒冷積雪地の気象条件を考慮し、北海道全域の平均最深積雪に相当する80cm以上の市町村


　※　寒冷地手当の見直しに際して、支給額については今回の対象とならず、メッシュ2010に基づく支給地域区分の見直しが行われました。前回（2004年）の見直しにおいても同様でしたが、メッシュデータに基づく支給地域区分の変更は、積雪・寒冷地域における生活実態や実感にマッチしたものとはなっておらず、極めて遺憾な検討内容です。
○　寒冷地手当の地域・世帯区分別支給額
	寒冷地の区分
	世帯主等の区分
	寒冷地手当の月額
	合計額（5か月分）

	北　海　道
	１級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないものを除く）
	円
26,380
	円
131,900

	
	
	
	その他の職員
	14,580
	72,900

	
	
	その他の職員
	10,340
	51,700

	
	２級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないものを除く）
	23,360
	116,800

	
	
	
	その他の職員
	13,060
	65,300

	
	
	その他の職員
	8,800
	44,000

	
	３級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないものを除く）
	22,540
	112,700

	
	
	
	その他の職員
	12,860
	64,300

	
	
	その他の職員
	8,600
	43,000

	４級地
	世帯主である職員
	扶養親族のある職員（単身赴任手当を支給される職員で寒冷地に居住する扶養親族のないものを除く）
	17,800
	89,000

	
	
	その他の職員
	10,200
	51,000

	
	その他の職員
	7,360
	36,800


○メッシュ2010による級地が変更となる自治体について（北海道）
	自治体名
	平均最低気温
	最深積雪
	合　併
	2010メッシュ級地
	2004級地指定
	区分変化
A）１→２
B）２→３
C）３→２
	備　　　　　考
（変化の要因）

	ニセコ町
	-5.6
	143
	　
	２級地
	１級地
	A
	　積雪152

	真狩村
	-6.5
	136
	　
	２級地
	１級地
	A
	　積雪151

	京極町
	-6.2
	148
	　
	２級地
	１級地
	A
	　積雪163

	共和町
	-3.5
	132
	　
	２級地
	１級地
	A
	　積雪151

	猿払村
	-6.9
	91
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.3

	豊富町
	-6.8
	101
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.1

	滝川市
	-6.9
	104
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.2

	芦別市
	-6.6
	78
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.0

	砂川市
	-6.7
	98
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.0

	奈井江町
	-6.8
	105
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.0

	浦臼町
	-6.7
	114
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.0

	新十津川町
	-6.8
	103
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.2

	斜里町
	-6.8
	70
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.5

	雄武町
	-6.8
	65
	　
	２級地
	１級地
	A
	　気温-7.2

	（旧音別町）
	-6.4
	34
	釧路市
	２級地
	１級地
	A
	　釧路市２→２
気温-7.0

	知内町
	-2.0
	31
	　
	３級地
	２級地
	B
	　積雪67

	木古内町
	-2.7
	45
	　
	３級地
	２級地
	B
	　積雪70

	七飯町
	-3.5
	59
	　
	３級地
	２級地
	B
	　気温-4.1

	厚沢部町
	-3
	59
	　
	３級地
	２級地
	B
	　積雪66

	苫小牧市
	-3.8
	25
	　
	３級地
	２級地
	B
	　気温-4.1

	神恵内村
	-2.8
	103
	　
	２級地
	３級地
	C
	　積雪52

	（旧砂原町）
	-2.7
	67
	森町
	２級地
	３級地
	C
	　森町３→３
 積雪25

	（旧瀬棚町）
	-2.1
	83
	せたな町
	２級地
	３級地
	C
	　北檜山町２→２
 積雪63

	伊達市
	-3.5
	70
	（旧伊達市）
	２級地
	３級地
	C
	　積雪33

	洞爺湖町
	-4.0
	93
	（旧虻田町）
	２級地
	３級地
	C
	　積雪57

	（旧歌登町）
	-8.7
	143
	枝幸町
	１級地
	１級地
	D
	　枝幸町２→２

	（旧熊石町）
	-2.2
	53
	八雲町
	３級地
	３級地
	D
	　八雲町２→２

	（旧大成町）
	-1.6
	53
	せたな町
	３級地
	３級地
	D
	　北檜山町２→２

	（旧大滝村）
	-7.5
	123
	伊達市
	１級地
	１級地
	D
	　伊達市３→２

	（旧穂別町）
	-8.5
	55
	むかわ町
	１級地
	１級地
	D
	　鵡川町２→２

	（旧日高町）
	-7.9
	84
	日高町
	１級地
	１級地
	D
	　門別町２→２

	（旧三石町）
	-4.0
	20
	新ひだか町
	２級地
	２級地
	D
	　静内町３→３

	（旧阿寒町）
	-7.3
	54
	釧路市
	１級地
	１級地
	D
	　釧路市２→２


④　実施時期
　　　月例給：俸給表、初任給調整手当及び通勤手当は2014年４月１日
　　　　　　　寒冷地手当は2015年４月１日（所要の経過措置※支給地から外れる場合）
　　　一時金：法律の公布日
（２）2014給与改定の取り扱いの動向（直近の動向は以降発出する道本部情報を参照）
政府は2014給与改定に対して、骨太方針にある総人件費抑制方針との兼ね合いから、即座に完全実施を判断するとは到底考えられません。すでに勧告に伴う3,000億円を超える総人件費拡大がマスコミ等によって報道されていますが、公務員給与に対する風当たりは強いと認識すべきです。最悪、プラス改定となる2014人勧の実施は見送り、2015給与制度の総合的見直しのみを実施するとした政府の対応も想定の範囲として考えられます。
閣議決定期にむけての情勢は、９月３日の内閣改造後、急遽、政府段階の検討が進み、10月上旬に閣議決定し給与法の改正案は９月29日に開会する臨時国会において提案し、議決しようとしています。公務員連絡会の方針においては、2014給与改定の早期決定を求め、2015給与制度の総合的見直しについては実施断念を求めるとしていますが、極めて難しい情勢にあります。しかし、地方公務員においては、地域手当や単身赴任手当の支給割合が低く、広域異動手当や本府省業務調整手当が支給できない仕組みであるため、俸給水準の２％引き下げが給与水準の低下に直結することから、自治労本部や公務員連絡会への結集を強めて閣議決定期のたたかいに最大限結集する必要があります。
（３）自治体における取り扱いの留意点

俸給表の改定・一時金の増額については、政府の2014給与改定の完全実施が前提となりますが、この間、一時金が減額される場合は、不利益不遡及の原則に抵触しないように、12月一時金の基準日である12月１日までに条例改正を必要としていました。しかし、今年は引き上げであるため、改定内容を遡及することは可能ですので、12月に予定している定例会での議決を踏まえて、賃金支給日での差額支給、もしくは年末までの差額支給を念頭に交渉を強化していく必要があります。
さらに、この間、給与改定の差額を支給する給与事務が行われていませんでしたので、今次賃金確定期においては当局側の事務作業の流れなどを配慮した対応を行う必要があります。こうした対応が弱ければ、給与改定の差額が年内に支給されず、改定時期を2015年の１月とする事態となりかねませんので、こうした最悪の事態は避けて、年内実施を求めていく必要があります。

（４）交通用具使用者に係る通勤手当の非課税限度額について
今回の改正により、非課税限度額を超える区分が生じ（前記表参照）、非課税限度額を超える金額については課税の対象となる見込みですが、非課税限度額の引き上げを行うかどうかについては、今後の動きを注視する必要があります。
なお、この改正は俸給表と同様に2014年４月に遡って改定が行われることを踏まえて、交渉を強める必要があります。

（５）寒冷地手当は新たな気象データに基づき支給地域の見直しを実施

寒冷地手当については、新たな気象データ（メッシュ平年値2010）に基づき、支給地域が見直されました。あわせて、市町村合併に伴い、本庁の所在地で支給地域区分を指定することとなりました。結果として、北海道における支給地域区分が変更となる自治体数は、１級地から２級地へ引き下がる自治体数は15自治体（１自治体は合併に伴う引き下げと重複）、２級地から３級地に引き下がる自治体は５自治体、逆に３級地から２級地に引き上がる３自治体（他に２自治体が引き上がる対象だが合併により本庁による級地が適用されるために対象外）、他に市町村合併に伴い本庁において級地が決定されるために引き上がる自治体が２カ所、逆に引き下がる自治体が６カ所となりました。
今回の見直しにおいて、支給地から外れる場合は、所要の経過措置がとられることとなりましたが、月額6,000円を限度（年額30,000円）に引き下げて、逓減措置を設けることとなりました。しかし、北海道においては、級地の変更により支給額が引き下がる自治体も出てくることから、激変緩和措置を求めてきましたが、認められなかったことは不満です。見直しの時期については、当初は当年度内かともいわれていましたが2015年４月からの適用となりました。
また、支給地域区分の変更が平均気温や積雪量が若干の数字が変動しているために生じていますが、ア）メッシュデータの誤差が最大で35％程度生ずることも明らかにされている（メッシュ平年値を調査・公表している気象庁が認めている）こと、イ）級地の変更がある自治体の多くは生活実感から級地の変更は当然に理解ができるものではないこと等の事情を踏まえて、級地区分の低位への変更については反対するとともに、仮に見直しが行われる場合は十分な経過措置を自治体当局に対して求めていく必要があります。
支給額については、人事院の公表資料において、札幌市に所在する事業所における平均支給年額（世帯主の場合）が示されています（上記表参照）が、126,629円となっており、現行の国家公務員、札幌市（２級地）の支給年額が116,800円と比較して約１万円程度支給水準が低いことが明らかとなりました。今回の見直しにおいて支給水準を維持するとしたことについては、冬期間における灯油高騰を想定した場合に、きわめて当然の措置と理解しますが、引き上げや級地変動に伴う配慮が確保できなかったことは、極めて遺憾であり、強く抗議するものです。
－23－

